
大野に来て見て移住活動応援補助金交付要綱 

 

（令和３年３月３１日告示第１９１号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市への移住の促進を図るため、現地活動に要する交通費や

宿泊費等の費用に対し、大野に来て見て移住活動応援補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付することに関して、大野市補助金等交付規則（昭和５７年規則第

３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

 (1) 移住希望者 本市への移住を検討する者で次のいずれかに該当するもの 

ア 県外に居住している者 

イ  大学等（学校教育法（昭和２２年法律第２６号)をいう。）に在学するた

め市外に居住する者 

 (2) 現地活動 移住希望者による本市移住担当窓口等への相談、不動産業者を介

しての物件下見、市内企業に就職することを目的とした企業訪問等、本市へ

の移住に向けた事前の活動（ただし、公務員採用試験の受験を除く）をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、現地活動を行う２０歳から４９歳までの

移住希望者（以下「補助対象者」という。）とする。ただし、１の世帯につき、

１人までとする。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、現

地活動に要した費用のうち、補助対象者が支払った別表１に掲げるものとする。

ただし、国、県、企業等から交通費の支給又は補助を受けている場合は、その対

象となる経費を除くものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の１０分の１０以内とし、別表２に定める額



を上限とする。ただし１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる

ものとする。 

（現地活動計画等の確認） 

第６条 補助対象者は、現地活動の出発前（原則として現地活動出発日の７日前ま

で）に、大野に来て見て移住活動応援補助金活動計画書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象者の居住地が福井県外であることが確認できる書類の写し 

(2) 補助対象者の生年月日が確認できる書類の写し 

 （補助金の交付申請及び請求） 

第７条 補助対象者が補助金を受けようとするときは、現地活動からの帰着日から

３０日を経過する日又は現地活動からの帰着日の属する年度の末日のいずれか早

い期日までに大野に来て見て移住活動応援補助金交付申請書兼請求書（様式第２

号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 現地活動実施証明書（様式第３号） 

(2) 領収書、切符等交通費が証明できるものの写し 

２ 補助金の交付申請は、１事業年度において１人当たり１回を限度とする。 

（実績報告の特例） 

第８条 規則第１０条の規定による実績報告については、前条の規定による申請書

の提出をもって実績報告があったものとみなす。 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は、第７条の規定による交付申請があったときは、これを審査し、適

当と認めるときは、補助金の交付決定を行い、当該補助対象者に通知するととも

に、速やかに申請のあった口座に補助金を振り込むものとする。 

 （交付決定の取消し等） 

第１０条 市長は、偽りその他不正な手段による補助金の交付決定を受けた者があ

った場合は、当該交付決定を取り消すことができる。 

２ 前項の場合において、市長は、既に補助金が交付されているときは、補助金の

返還を命ずることができる。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附  則  



 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１０条

の規定については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

附 則（令和４年告示第１３２号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年告示第１２８号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年告示第６９号） 

この要綱は、告示の日から施行する 


